
自主検査の手引き
※　法・・・医療法　　則・・・医療法施行規則

	区分
	項　　　目
	根拠法令等
	摘　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	１

２

３

４

５
	診察室・処置室

分娩室及び

新生児室

臨床検査施設

調剤所

給食施設
	法21.1.2
法21.1.4
則20.1.1
則20.1.4
法21.1.10

法15.2

法21.1.5

則16.1.16

則20.1.5

則20.1.6

法21.1.7

則16.1.14

法20

法21.1.8

則20.1.8

則20.1.9
	1.診療科ごとに専用の診察室　を有していること｡（ただ　し、1人の医師が同時に2　以上の診療科の診療にあた　る場合その他特別な事情が　ある場合を除く。）
2.処置室は、なるべく診療科　ごとにこれを設けることと　する。
  （ただし、場合により2以　上の診療科で兼用し又は診　察室と兼用することができ　る。）

※産婦人科又は産科を有する　病院

分娩室及び新生児の入浴施設（沐浴室及び浴槽）を有しており、適正な構造になっていること。

1.血液、尿、喀痰、糞便等について、通常行われる臨床検査に必要な設備が設けられていること。

2.火気を使用する場所には防　火上必要な設備が設けられ　ていること。

1.調剤所の採光及び換気が十　分で、かつ、清潔が保たれ　ているか。

2.冷暗所が設けられているこ　と。

3.調剤に必要な器具を備えていること。

1.入院患者のすべてに給食す　ることのできる施設を有し　ていること。

2.床は耐水材料で作られ、洗　浄及び排水又は清掃に便利　な構造となっていること。


	2.兼用する場合は、処置の内容、プラ　　イバシーの保護に十分配慮するこ　　　と。

・沐浴室は専用であることが望ましい　　が、分娩室等と適宜仕切られるような　構造であってもよい。

1.検体検査の業務を委託する場合にあ　　っては、当該検査に係る設備を設け　　ないことができる。ただし、休日・　　夜間や救急時の体制が確保されてい　　ること。また、生理学的検査を行う　　場所は、原則として病院又は診療所　　等医業の行われる場所に限定される　　ものであること。

　（H13.2.22医政発第125号参照）

・調理業務又は洗浄業務を委託する場合 にあっては、当該業務に係る設備を設けないことができる。ただし、再加熱等の作業に必要な設備については設けなければならない。

  （H13.2.22医政発第125号参照）

	区分
	項　　　目
	根拠法令等
	摘　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	６

７

８


	歯科技工室

階段

避難階段


	則16.1.13

則16.1.8

則16.1.9

則16.1.10


	3.食器の洗浄消毒設備が設け　られていること。

4.病毒感染の危険がある患者　の用に供した食器について　他の患者の食器と別個に消　毒する設備となっているこ　と。

※歯科技工室を有する病院

　防じん設備及び防火設備が設けられていること。

※第２階以上の階に病室を有　する病院

1.患者の使用する屋内直通階　段が2以上設けられている　こと。〔ただし、患者の使用するエレベーターが設置されているもの又は第2階以上の各階における病室の床面積の合計が50㎡（主要構造部が耐火構造であるか又は不燃材料で造られている建物にあっては100㎡）以下のものについては患者の使用する屋内の直通階段を一とすることができる。〕

2.階段及び踊場の幅は内法　1.2ｍ以上、けあげは0.2ｍ以下、踏面は0.24ｍ以上となっており、適当な手すりが設けられていること。

※第３階以上の階に病室を有する病院

避難に支障がないように2以上の避難階段が設けられていること。（ただし、患者の使用する屋内の直通階段を建築基準法施行令第123条第1項に規定する避難階段としての構造とした場合は、その数だけ避難階段の数に算入することができる。）


	

	区分
	項　　　目
	根拠法令等
	摘　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	９

１０

１１
１２
１３
１４

１５
	廊下

消毒施設

洗濯施設

機能訓練室

談話室

食堂

浴室
	則16.1.11

則43の2

法15.2

法21.1.12

則16.1.12

則21.1.1

則21.2.1

法15.2

法21.1.12

則21.1.1

法21.1.11

則20.1.11

法21.1.12

則21.1.2

則21.2.2

則附則22

法21.1.12

則21.1.2

則21.2.3

則附則22

法21.1.12

則21.1.2

則21.2.4

則附則22
	1.精神病床及び療養病床に係る病室に隣接する廊下の幅は内法による測定で1.8ｍ以上（両側に居室のある廊下は2.7ｍ以上）となっていること。

ただし、大学附属病院（特定機能病院及び精神病床のみを有する病院を除く。）及び１００床以上で内科、外科、産婦人科、眼科及び耳鼻咽喉科を含む病院を除く。

2.１以外の廊下の幅は、内法に よる測定で1.8ｍ以上 （両側に居室のある廊下は2.1ｍ以上）となっていること。

1.蒸気、ガス若しくは薬品を用いて入院患者及び職員の被服、寝具等の消毒を行うことができるものであること。

1.洗濯施設が設けられている こと。

※療養病床を有する病院

1以上の機能訓練室は面積40㎡以上（内法）あること。また、必要な機器器具を備えていること。

※療養病床を有する病院

患者同士又は患者とその家族が談話を楽しめる広さとなっていること。

（食堂等との共用は可能）

※療養病床を有する病院

療養病床の入院患者1人につき1㎡以上の広さとなっていること。

※療養病床を有する病院

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっていること。
	・平成１３年３月１日における既存病院

建物内の患者が使用する廊下幅は、内法による計測で1.2m以上（両側に居室のある廊下は1.6m以上）となっていること。

 （H13.1.31厚生労働省令第８号則附則

　第８条）

1.消毒を行う施設

蒸気消毒装置、ホルムアルデヒド、

　ガス消毒装置等

2.繊維製品の滅菌消毒の業務を委託する場合における当該業務に係る設備を除く。

1.寝具

  布団、毛布、シーツ、枕、毛布等

2.寝具類の洗濯の業務を委託する場合における当該業務に係る設備を除く。

・既存病院建物内に療養病床又は経過　的旧療養病床群を有する病院については、機能訓練を行うために十分な広さを有すること。（則附則第21条参照）

・平成１２年３月３１日までに療養型病床群に転換したものについては、談話室がなくても可。（則附則第２２条）

・平成１２年３月３１日までに療養型　病床群に転換したものについては、食堂がなくても可。（則附則第２２条）

・平成１２年３月３１日までに療養型　病床群に転換したものについては、浴室がなくても可。（則附則第２２条）



	区分
	項　　　目
	根拠法令等
	摘　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	１６

１７

１８


	消防・防火設備

診療用の電気、光線、熱、蒸気、ガスに関する構造設備

消毒設備
	法20

則16.1.15

則16.1.16

則16.1.1

則16.1.12
	1.防火上及び消火上必要な設備が整備されていること。

危害防止上必要な方法を講じていること。

※感染症病室又は結核病室を有する病院

　医療・看護用具、衣類､寝具、汚染物、食器等の消毒設備が設けられていること。


	1.消火設備の例

　消火器、水バケツ、水槽、乾燥砂、屋内消火栓、スプリンクラー、泡消火器、化学薬品による消火設備、屋外消火栓、動力消防ポンプ等

2.警報設備の例

　自動火災報知器、警鐘、ハンドマイク、手動式サイレン、非常ベル、放送設備、自動式サイレン等

3.避難設備の例
　避難はしご、すべり台、救助袋、緩降機、避難橋、誘導灯、誘導標識等

危害防止上必要な方法の例

①電気を使用する診療用器械器具については絶縁及びアースについて安全な措置を講ずること。

②光線を治療に使用する器械器具については眼球その他に障害を与えぬよう配慮すること。

③熱を使用する器械器具については加熱することのないよう断熱材等を適切に使用すること。

④保育器、酸素テント、高圧酸素室等について定期点検及び使用前点検を行うこと。

⑤年１回以上漏電防止のための措置が講じられていること。

⑥ＬＰガス設備の保安点検を行うこと。

　（昭57.11.26指第35号参照）




注意（１）１１から１４の項目は、療養病床を有する施設のみ使用許可が必要です。

　　（２）許可図面どおりであることを確認してください。

PAGE  
4

